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A．研究目的 

新型コロナウイルス感染症では、次世代

シークエンサー（遺伝子検査機器：NGS）

を用いてゲノム解析を行うことにより、全

国の地方衛生研究所（地衛研）等での地域の

変異株の発生状況を把握し対策に役立てて

きた。この方法は、国立感染症研究所（感染

研）のマニュアルに基づき臨床サンプルの

遺伝子増幅を行い、感染研の解析Webサイ

ト（COG-JP/ PathoGenS）で解析すること

により実施してきた。  

次世代シークエンサーはあらゆる病原体

の遺伝子解析が可能であるものの、ウイル

ス遺伝子の塩基配列が 1万～20万塩基であ

るのに対し、細菌は 200万～600万塩基と 

 

10倍以上長いため、異なる手法を用いる必

要がある。また、原因不明疾患の病原体解析

は、臨床サンプル中に病原体のゲノムの含

有率を見る方法であり、既知の病原体の解

析手法とは異なり、ヒトゲノム情報の除去、

病原体の検索機能が必要である。 

今までは、感染研のWebサイトを利用し

ていたが、現在は利用できないといった課

題がある。そもそも、地衛研における病原体

検査は、感染研の病原体検出マニュアルに

基づいて行われるが、NGSを用いた病原体

に対するゲノム検査法（手法、解析法）に関

するマニュアルは存在しない。 

さらに、数年単位で人事異動が発生する
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地衛研も多く、地域レベルでの検査・解析技

術が維持できず、次の感染症危機時に、次世

代シークエンサーを用いた検査・解析がで

きないことが懸念される。 

以上のような課題解決のため、平時から

次世代シークエンサーを活用した検査技術

の維持や、検査を実施できる人材を継続的

に育成するための方策や検査体制を維持す

るための人員体制について検討し、全国規

模で技術・知識の均てん化を推進する必要

があると言える。 

 本研究班では、次の項目を主な達成目標

として検討を行うこととする。 

①全国の地衛研のゲノム検査に係る人員体

制や技能維持の現状について調査を実施す

る。 

②地方衛生研究所全国協議会の各ブロック

（北海道・東北・新潟地区等の６ブロック）

に解析用 PC を設置し、主として細菌分野

の無料解析ソフトのインストールから解析

までを研修することで、ブロック拠点を作

る（ブロック拠点は可能な限り広げていく）。 

③地衛研等を対象とした微生物分野の基礎

的な知識を学ぶWeb研修を行う。 

④次世代シークエンサーに関わる検査マニ

ュアルを地方衛生研究所全国協議会と連携

し作成する、等の目標に取り組み、最終的に

は、⑤全国の地方衛生研究所のゲノム検査

における人材育成法についてガイドライン

を作成する。 

 

B. 研究方法 

 本研究班では、それぞれの研究分担者ま

たは研究協力者がそれぞれの研究目的（各

課題）に沿って研究を実施する（図１、２）。 

1. 全国の地方衛生研究所のゲノム検査に

係る調査の実施（瀬戸、和田） 

 84地衛研を対象にインターネット環境に

関するアンケート調査を実施する。コマン

ドラインを用いたゲノムデータ解析には外

部のインターネットに接続可能な環境が必

要となるため、全国地衛研の状況を把握す

るために実施することとする。 

2. 地方衛生研究所の各ブロック拠点での

PCを用いた解析拠点の整備（瀬戸、和

田） 

地衛研において、コマンドラインを用い

たゲノムデータ解析を自律的に実施可能な

状況にすることを目的として、全国 6 ブロ

ックでの拠点の選定とパソコンの設置およ

び現地研修会（本年度は 3 ブロック）を実

施する。 

3. 原因不明疾患におけるゲノム解析法の

構築（長島、浅倉、江原） 

 原因不明疾患等における次世代シーケン

サー（NGS）の利用は、近年、重要視され

ており、年々増加傾向にある。一方で、解析

法についてはこれといった標準法はなく、

地方衛生研究所（地衛研）独自での解析方法

の確立が急務である。今回、不明疾患解析検

体およびアンプリコン NGS 解析を行う解

析ソフト PaHuMならびにMTAAPの評価

およびこれらに関するWebセミナーを実施

する。 

4. 地衛研等を対象とした微生物分野の基

礎的な研修の実施（塚越） 

地衛研における検査や研究の基礎を学ぶ

ことで地衛研職員全体の底上げを目的とし

て、Web研修または集合型研修を通じて、

人材育成研修を行う。 

5. 次世代シークエンサーに関わる検査マ

ニュアルの作成（岩本） 

地衛研におけるゲノム解析の普及を目的

として、ゲノム解析ワーキンググループを

構成し、ゲノム解析の１次処理にあたるウ

ェットラボ操作に関するマニュアル作成に

取り組む。 

6. 疫学調査におけるNGS解析の利用に関

する研究（野本、久保田） 

集団食中毒をはじめ病原性細菌に起因す

る集団感染が発生した場合、地衛研ではパ

ルスフィールド電気泳動（PFGE）による系

統解析を行い、その結果をもって保健所等
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と連携し、事例究明と収束に向けた対応に

当たってきた。今後、PFGE 機器の販売は

終了し，サポートも 2023年末で終了が予定

されている。そのため、NGSを用いた菌の

比較を地衛研として考えることに取り組む。 

7. 全国の地方衛生研究所におけるゲノム

解析に関する人材育成法についてのガ

イドライン作成 

 本研究班での最終目標である、ゲノム解

析に関する人材育成法についてのガイドラ

インを作成する目的で、様々な要素を検討

する。 

（倫理面への配慮） 

 本研究班で実施する事項については、東

京都健康安全研究センター倫理委員会で承

認されている（6健研健第 906号）。 

 

C. 研究結果 

1. 全国の地方衛生研究所のゲノム検査に

係る調査の実施（瀬戸、和田） 

インターネット環境に関するアンケート

を実施したところ、84 地衛研中 29 地衛研

（34.5%）において、現時点ではコマンドラ

インによるゲノムデータ解析を実施できな

い、もしくはできない可能性があるという

調査結果となった。 

また、通信インフラ未整備によりゲノム

データ解析を自施設で実施できない致命的

な問題点も潜んでおり、これらを解決して

いくために必要な支援について、今後、本研

究班においても検討していく必要がある。 

2. 地方衛生研究所の各ブロック拠点での

PCを用いた解析拠点の整備（瀬戸、和

田） 

地衛研において、コマンドラインを用い

たゲノムデータ解析を自律的に実施可能な

状況にすることを目的として、全国 6 ブロ

ックでの拠点の選定とパソコンの設置、イ

ンターネット環境に関するアンケート、お

よび現地研修会を実施した。 

今年度、研修会は近畿、関東・甲・信・静、

および東海・北陸ブロックにおいて、各 2日

間、事前にコマンドライン実施のための環

境を構築したパソコンを研修会場に持ち込

む形で実施し、計 82人が参加した。初学者

が理解しやすいような平易な説明や、デー

タ解析の際に生じたエラーをその場で一緒

に解決していく姿勢を徹底した結果、研修

後のアンケートにおいて、研修参加者の

96.2%が 5 段階のうち最も高い評価の「非

常に良かった」を選択した。また、現地集合

型の研修会としたことで、主催者、拠点、お

よびブロック内地衛研が一体となった研修

を実施することができた。 

3. 原因不明疾患におけるゲノム解析法の

構築（長島、浅倉、江原） 

民間会社で開発された、網羅的ゲノム解

析ツール（不明疾患における NGS解析ソフ

ト：PaHuM）並びに NGS用プライマー除

去・解析ソフト（MTAAP）を地衛研での使

用法を検討した。 

網羅的ゲノム解析では、過去に使用可能

であった感染研の Web ソフト：MePIC、

PaHuM及び CZ ID（海外Webサイト）を

比較し、PaHuM及び CZ ID がMePIC の

後継解析ツールとなり得るか調べた。 

MePIC で病原ウイルスゲノムを検出し

た 3検体の NGSデータを用い、PaHuM及

び CZ IDで追加の解析を行い、検出したウ

イルスゲノムのリード数をそれぞれの解析

ツール間で比較した結果、3 検体の内 2 検

体では 3 つの解析ツール全てで同リード数

検出した。残りの 1 検体はリード数には若

干の違いがあるものの、目的とする病原ウ

イルスを検出した。いずれの解析ツールも

メタゲノム解析のツールとして相互の信頼

性が高いと考えられた。また、これらソフト

の利用法を含めて、地衛研の職員を対象と

したWeb研修会を実施した。 

4. 地衛研等を対象とした微生物分野の基

礎的な研修の実施（塚越） 

地衛研における検査や研究の基礎を学ぶ

ことで地衛研職員全体の底上げを目的とし

て人材育成研修を行った。結果として、Web

研修には 47施設、280 名が参加し、集合型

研修には、現地参加が 50名、WEB参加は

71施設（地全協会員 57）、229名が参加し

た。いずれの研修に対しても満足度が高く、

基礎を学ぶ機会の重要性が明らかとなった。

また、継続を望む声も多く、継続して基礎力
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の向上を図っていくことが重要であると考

えられる。 

5. 次世代シークエンサーに関わる検査マ

ニュアルの作成（岩本） 

地衛研におけるゲノム解析の普及を目的

として、ゲノム解析の１次処理にあたるウ

ェットラボ操作に関するマニュアル作成に

取り組んだ。地衛研全国 6 支部をカバーす

る検査実務者 16 名からなるゲノム解析ワ

ーキンググループを構成し、各施設での解

析体制に関する情報共有、ゲノム DNA の

断片化処理条件やライブラリーのサイズセ

レクションについての実験的検証作業を経

て、地衛研の体制に即したマニュアルが作

成できた。 

6. 疫学調査におけるNGS解析の利用に関

する研究（野本、久野田） 

集団食中毒をはじめ病原性細菌に起因す

る集団感染が発生した場合、地衛研ではパ

ルスフィールド電気泳動（PFGE）による系

統解析を行い、その結果をもって保健所等

と連携し、事例究明と収束に向けた対応に

当たってきた。今後、PFGE に代わり、一

塩基単位の解像度で全ゲノム比較を行うこ

とが可能な次世代シークエンサー（NGS）

を用いた菌の比較が求められる。  

PFGE の代替法という観点から、同一サ

ンプルに対して PFGE と NGS の二法によ

る分析を実施し、直接的な比較検証を行っ

た。Acinetobacter baumannii 14 株（うち、

13 株が Sequence Type [ST] 208、1 株が

ST1316）をテストサンプルとしたところ、

同一 STである 13株間ではバンドの相違数

が 5本以内、一塩基変異（SNV）数が 35以

内という、両法ともに近縁という結果が得

られつつも、それらの数値には明確な相関

が見られなかった。したがって、少なくとも

全ての菌種に対して一様に PFGEにおける

疫学的解釈を単純に NGS に置き換えるこ

とは難しく、集団感染とみなす SNVの線引

きについては各菌種において検討する必要

があると考えられた。さらに、NGSではマ

ッピング解析に用いるリファレンスの選定

や、遠縁株を含むか否かという条件によっ

ても検出される SNV の数が影響されるこ

とを確認した。これらのことは、いずれもリ

ファレンスならびに供試株が共通に保有し、

解析対象となるコアゲノム領域の増減によ

るものであり、リファレンス自身が供試株

に対して遠縁な場合や、供試株の中に遠縁

な株が含まれた場合にコアゲノム数が減少

し、結果として検出 SNV数の減少につなが

っていた。 

7. 全国の地方衛生研究所におけるゲノム

解析に関する人材育成法についてのガ

イドライン作成（貞升） 

ゲノム解析に関する人材育成法について

のガイドライン作成のために、NGSの具体

的な利用法をまとめた。また，地衛研を 

取り巻く状況として，感染症予防計画等を

踏まえた健康危機対処計画が策定された。

微生物分野における健康危機事例発生時の

質の高い病原体検査は地衛研において必須

となり、従来の検査法に加え，NGSの効果

的な活用を標準化していかなければならな

い。一方で、NGSに関係するインフラ、技

術、予算および人材育成面での課題は山積

している。特に、網羅的解析等に係るソフト

ウェア、パルスフィールドゲル電気泳動法

としての代替法としての利用、集積したゲ

ノム情報の活用等、地衛研として解決すべ

き課題は多いと思われる。 

 

D．考察 

 本研究班の分担研究では、ウイルス感染

症や細菌感染症の両面から、基礎的な方法

を含めて取り組んだ。 

本年度は、Web セミナーや対面の研修を

取り入れ、NGSに関する障壁もできるだけ

取り除けるような観点で研修を実施した。

今後も継続して実施することで、地衛研に

おける NGS に関する人材育成が可能にな

ると思われる。 

それぞれの成果は各分担研究報告を参照

していただきたい。 

 

E．結論 

 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

では、次世代シークエンサー（遺伝子検査機

器：NGS）を用いてゲノム解析を行うこと

により、全国の地衛研等での地域の変異株

の発生状況を把握し対策に役立ててきた。
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しかしながら、地衛研における業務は多岐

にわたり、COVID-19 以外の NGS を用い

た解析法は棚上げ状態にある。 

本研究班では、全国規模で技術・知識の均

てん化を推進すること、地衛研独自ででき

るだけ実施できることを行うこととし、①

ゲノム解析に関する調査、②ゲノム解析ブ

ロック拠点の設置、③基礎的研修の実施、④

NGS検査マニュアルの作成を行い、最終的

な目標である、ゲノム検査における人材育

成ガイドラインの作成ための課題にそれぞ

れ取り組んだ。 

 

F．健康危険情報 

 なし 

 

G．研究発表 

 １．論文発表 

1) 貞升健志：地方衛生研究所における次世

代シークエンサーの利用と課題、東京健安

研セ年報, 75, 77-81, 2024 

2) 長島真美，藤原卓士，村田ゆかり，他：

東京健安研セ年報、75, 27-40, 2024 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 

  なし 

 ２．実用新案登録 

  なし 

 ３．その他 

  なし 
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